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辞令
職場における民主的規則の施行に関する労働法第 63 条 3 項の施行細則
2015年6月19日付の政府組織法に基づき、
2012年6月18日付の労働法に基づき、
労働・傷病兵・社会省大臣の要請に基づき、
政府は職場における民主的規則の施行に関する労働法第 63 条 3 項の施行細 則となる政令を公布する。
第1条：範囲
本辞令は雇用契約書により労働者を雇用している企業、組織、協同組合、世帯、個人（下記「雇用主」をいう）の職場における民主規則の施行に関する原則、内容、方式を定める。
第2条：適用範囲
1.　労働法の第1条第3項に定められた労働者。
2.　労働契約書により労働者を雇用している企業、組織、協同組合、世帯、個人。
3.　労働法の第3条第4項に定められた労働者の代表となる組織。
4.　本辞令の規定に定められた職場における民主規則の施行に関わる機関、組織、個人。
本辞令は労働契約書により労働者を雇用する政府機関、国立事業所に適用されない。
第3条：職場における民主規則の施行原則
1.　 善意、協力、誠実さ、平等、公開、透明である。
2.　 雇用主と労働者の権利と正当な利益を尊重する。
3.　 職場における民主規則を施行するが法律および社会倫理に違反しない。
第4条：雇用主が公開すべきな項目
1.　任務の実現、生産、経営活動の実施状況。
2.　 労働者の法的義務、権利および利益に関連する企業の内部規則、規制およびその他の法的文書。
3.　 企業の労働協約、業界の労働協約、企業が参加するその他の団体の労働協約。
4.　 労働者会議の決議。
5.　 ボーナスと福祉基金および労働者が寄付した基金（ある場合）の設定及び使用。
6.　 労働組合費、社会保険、健康保険、失業保険への納入。
7.　 労働者の合法的な権利と利益に関連するエミュレーション、表彰、規律、苦情の解決の状況。
第5条：労働者が意見交換できる項目。
1.　 業員の合法的な義務、権利、および利益に関連する企業の内部規則、規制、およびその他の規制の作成、修正、補足。
2.　 賃金表、給与テーブル、労働基準の策定、修正、補足、団体交渉コンテンツの提案。
3.　 コスト削減、労働生産性の改善、労働環境の改善、環境保護、防火に関するソリューションの提案および実装。
4.　 法律で規定されている、労働者の権利と義務に関連するその他の項目。
第6条：労働者が決定できる項目
1.　 法律に従い労働契約を締結し、修正し、補足し、終了する。
2.　 組織内の労働集団代表組織に参加するか、参加しない。
3.　 法律の規定に従いストライキに参加するか参加しないか。
4.　 法律の規定に従い、集団交渉の投票を行う。労働者会議の決議の投票を行う。
5.　 法律で規定されているその他の項目。
第7条：労働者が検査、監督できる項目
1.　 労働契約および労働協約の実施。
2.　 企業の労働規制、労働者の合法的な権利と利益に関するその他の規則の実施。
3.　 報奨基金、福祉基金、同労者が寄付した基金の使用。
4.　 雇用主の労働組合費、社会保険、健康保険、失業保険料の納入。
5.　 労働者の合法的な権利と利益に関連するエミュレーション、表彰、規律、苦情の解決の実施。
6.　 労働者会議の決議の実施。
第8条：職場における対話
1.　 職場における対話は、労働者と雇用主の間、または労働者集団の代表者と雇用主の間の直接な意見交換を通じて行われる。 職場における対話は、定期的またはいずれかの当事者の要請に応じて行われる。
2.　 対話の内容、参加人数、構成要素、対話の時間、対話のプロセスは、企業の職場における民主規則に準拠している。 対話の定期実施の時期は、この法令の第9条に規定されている労働会議のタイミングと一致した場合、企業は定期対話を実施する必要はありません。
第9条：労働者会議
1.　 労働者会議は、雇用主と労働者集団の代表組織によって開催される。 労働者会議は少なくとも年に1回開催される。
2.　 労働者会議は全員参加会議または代表者参加会議の形で開催される。
3.　 労働者会議の内容は労働法第64条に準拠している。
4.　労働者会議の内容、参加者構成、時間、場所、プロセス、開催の責任、会議結果の公開方式は、企業の職場における民主規則に準拠している。
第10条：その他の民主規則の施行方式
1.　 内部の情報通信システム。
2.　意見箱。
3.　 法律に基づく提案、苦情。
4.　 企業の職場における民主規則において規定されたその他の方式。
第11条：職場における民主規則の公布責任
1.　雇用主は、職場における民主規則を公布し、本辞令の規定の実施を図る責任がある。
2.　 職場における民主規則、労働団体代表組織の意見を持ち、実施前に労働者に公開しなければならない。
第12条：有効期限
1.　本辞令は2019年1月1日より発効する。
職場における民主的規則の施行に関する労働法第 63 条 3 項の施行細則を定める2013年6月19日付の政府の60/2013/ND-CP号辞令は本辞令の発行日を持って失効する。
2.　 10人未満の労働者を雇用する雇用主は、本辞令第9条に規定されている労働会議の実施および第11条に規定されている職場における民主規則の文書による公布を免除される。
第13条：施行責任
大臣、省レベル機関の責任者、政府機関の責任者、省レベル人民委員会及び中央直轄都市人民委員会の委員長及び本辞令の適用対象は本辞令の施行の責任がある。
発行先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政府代表
· 共産党の書記委員会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 首相
· 政府首相、副首相
· 各省、省レベル機関、政府機関　　　　　　　　　　　　　　NGUYEN XUAN PHUC
· 各地方の人民評議会、中央直轄都市の人民評議会
· 中央事務所、共産党の各支部
· 政府総書記の事務所
· 大統領府
· 民族評議会と国会の委員会
· 国会事務所
· 最高人民裁判所
· 最高人民検察庁
· 国家監督
· 国家金融監督委員会
· 社会政策銀行
· ベトナム開発銀行
· ベトナム祖国戦線の中央委員会
· 組合の中心機関
· 政府機関：各大臣、副議長、事務局長補佐、Eポータルの事務局長、直轄部署、官報



